様式第５号（第４条関係）
暴力団等の排除に係る誓約書兼承諾書

　　年　　月　　日

（あて先）
　滋賀県○○保健所長
            　  　　　              

   　　　       　       住　　  所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
          　  　　           　　　 〔法人にあっては、主たる事務所の所在地〕

          　　　　         (ふりがな)
          　　　　       氏　　  名　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　
〔法人にあっては、その名称及び代表者名〕

[bookmark: _GoBack]    　　　      生年月日        年　　　月　　　日　　性別( 男 ・女 )
〔法人にあっては、代表者の生年月日・性別〕


　私は、旅館業法(平成２３年法律第１３８号)第３条第１項の規定に基づく許可申請等を行うにあたり、同法第３条第２項の規定に基づく下記項目の欠格要件に該当しないことを誓約するとともに、当該項目に該当するか否かに関し、滋賀県が裏面又は別紙の者について、滋賀県警察本部に必要な照会をすることについて承諾します。
　なお、許可取得後等において、当該項目に該当していることが判明したとき及び該当する事態になったときは、速やかに貴職宛申し出るとともに、その許可を取り消されることがあっても、何ら異議のないことを誓約します。

記

１　該当しないことを誓約する項目
(1)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第２号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）
(2)　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。）が暴力団員等に該当するもの
(3)　法人であって、その業務を行う役員のうちに暴力団員等に該当する者があるもの 
(4)　暴力団員等がその事業活動を支配する（※注）者
（※注）「事業活動を支配する」とは、
　① 暴力団員等の親族（事実上の婚姻関係にある者を含む。）又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者が、事業主であることのほか、多額の出資又は融資を行い、事業活動に相当程度の影響力を有していること。
② 暴力団員等が、事業活動への相当程度の影響力を背景にして、名目のいかんを問わず、多額の金品その他財産上の利益供与を受けていること又は売買、請負、委任その他の有償契約を締結していること。

２　役員等の一覧について
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	・登記事項証明書に記載されている現在の役員（個人の場合は申請者のみ）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（注） 法人の場合は、登記事項証明書に記載されている現在の役員全員について、記載してください。なお、役員とは、代表取締役、取締役（社外取締役、非常勤取締役を含む。）、代表執行役、執行役、代表理事、理事等をいい、監査役及び監事は役員に含みません。
　　  また、役員が外国人である場合は、登記事項証明書に記載されているとおりに氏名を氏名欄に記載してください。姓名を逆にしたり、ミドルネームを削除したりする必要はありません。



